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Ⅰ　は じ め に

本稿の目的は，おもに教育社会学領域で行われ
てきた議論を中心に，日本の公立小・中学校を対
象にした学力研究の成果と課題について整理する
ことである。はじめに，日本の学力研究をめぐる
状況について簡単な説明をした後（Ⅰ），これま
での日本の学力研究の成果について述べる（Ⅱ・
Ⅲ）。その後，今後の日本の学力研究の課題を示
すことにしたい（Ⅳ）。

なお，本稿で扱う「学力」は，「ペーパーテス
トで測定された点数」いわゆる「学業達成」に限
定する。確かに日本の教育界では，「学力とは何
か」という問いをめぐる学力論争がしばしば行わ
れる（山内・原 2010）。しかし，こうした学力論
争は，論者の立場の違いを主張するだけに終わり
がちである。筆者は学力論争が無意味とまでは思
わないものの，「学力とは何か」を問うことだけ
に終始することは，以下で述べるような教育機会
の不平等という重要な問題を見過ごす要因になる
と考えている。そのため，本稿では，「学力とは
何か」という問題には立ち入らず，ペーパーテス
トで測定された点数という「狭義の学力」に絞っ
て，学力研究を整理したい。

それでは，教育社会学の学力研究が，これまで
どのような問題を抱えてきたかについて述べるこ
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学力研究は，長いあいだ，学力と階層に関するデータの不在という問題に悩まされてき
た。しかし，2000 年頃からはじまった学力低下論争によって，この状況は変化し，学力
と階層に関する研究が増加している。大きく言えば，そこには二つの領域が存在してい
る。一つは学力の階層差を生みだす要因を特定しようとする，学力格差に関する研究であ
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影響，就学前教育や相対年齢効果への着目などが，おもな成果として挙げられる。ただ
し，ジェンダーと学力の関連や，外国にルーツを持つ子どもたちの学力問題等は，今後の
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とから始めよう。

1　学力と階層に関するデータの不在

本来，教育機会の不平等問題に大きな関心を寄
せる教育社会学にとって，親の職業や学歴といっ
た階層要因が，子どもの学力にどのような影響を
及ぼしているのかという問題は，中心テーマの一
つである。子どもたちの学力に階層差があること
はほとんど常識のレベルに属する知識であり，ど
の程度の差があるのか，どのような過程をへて学
力の階層差が出現するのかといった問題が，本来
は追究されるはずであった。ところが，テーマの
重要性とは裏腹に，日本には 21 世紀に入るまで，
学力と階層を扱った研究がわずかしか存在しな
かった1）。

そこにはいくつかの理由があろう。1956 年か
ら 1966 年まで実施されていた全国学力テストが，
日本教職員組合の強い反発にあって終了したこと
に象徴されるように，日本では，学力テストに伴
う学校の序列化・競争を警戒する声は，今なお根
強い。また，家庭環境によって学力に差があると
いうことを主張すること自体が「差別・選別教育」
につながるという考えが，日本の教育界の「常
識」であったという事情もある（苅谷 1995）。さ
らに，高度経済成長以後の日本社会で，比較的学
力形成システムがうまく働いてきたこともあっ
て，研究者たちの側もそれほど学力を問題視する
必要がなかったという面も否定できないだろう

（志水 2009）。
例外的に続けられてきたのが，同和地区の子ど

もたちの低学力問題に関する研究である。近畿以
西の各地域では，同和地区の子どもたちの進学機
会の差，および学力保障に目を向けた実態調査が
行 わ れ て き た（ 池 田 1987； 原 田 編 2003； 高 田 
2008）。これらの研究では，地区・地区外といっ
た区別だけでなく，子どもたちの生活実態に関す
る質問項目が含まれた調査が実施されており，日
本の学力と階層問題をあつかう研究の先駆である
と言ってよい。

しかし，こうした同和地区の子どもたちの低学
力に関する研究は，あくまで例外であった。学力
と階層に関する研究の閉塞状況が打ち破られ，本

格的な学力研究が蓄積されるようになるのは，
2000 年頃から始まった学力低下論争の後のこと
である。

2　学力低下論争

2000 年頃から，日本では「子どもたちの学力
が低下しているのではないか」という声が高ま
り，学力が低下しているのか，それともそうでは
ないのかをめぐって，激しい論戦が戦わされるよ
うになった。いわゆる「学力低下論争」である2）。
もっとも，全国的な学力テストを欠いていた日本
の学力低下論争は，各々の論者が自説を主張する
だけという水掛け論に終わりがちであった。そん
な折，独自の学力調査のデータから学力低下を主
張したのが，苅谷ら（苅谷ほか 2002）である。

苅谷らは，これまで日本で例外的に行われてい
た数少ない学力調査をもとに，同様の調査を
2001 年に実施することで，日本の子どもたちの
学力は低下しているのか否かについて検討してい
る。この時の調査から，かれらは日本の子どもた
ちの学力が大きく低下していること，さらに子ど
もたちのあいだにある学力の階層差が拡大してい
ることを示し，学力低下論争に大きなインパクト
を与えた。さらにこの時期，格差社会論（橘木 
2006）や子どもの貧困問題（阿部  2008）が日本で
注目を集めたことにより，全国学力テストへの忌
避観や，学力と階層をタブー視する姿勢に，大き
な変化が見られるようになる。

なお，日本の子どもたちの学力低下に関して
は，PISA や TIMSS といった国際学力調査や，
国立教育政策研究所の調査の結果にも触れておく
必要があろう。こうした大規模調査は，現在の日
本の全体像をもっともよく捉えていると思われる
からである。

まず PISA について見てみよう。学力低下論争
の最中に公開された PISA2003 では，とくに日本
の子どもたちの読解力得点の大幅な落ち込みに注
目が集まった（志水 2009）。この結果は，学力低
下を強く印象づけたように思われる。ただ，この
時の急激な落ち込みについては，読解力で出題さ
れていた問題の一部に，日本の生徒がとくに難し
く感じる問題があり，そのことが PISA2000 から
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2006 における日本の結果を歪めたのではないか
という指摘がなされている（Wu 2009）。さらに，
PISA2009 では，日本の子どもたちの読解力は
PISA2000 と比較して変化がないことが明らかに
なっており（OECD 2010），こうした点を踏まえ
れば，PISA 調査の得点の急激な低下について，
過剰に反応する必要はないだろう。

一方，TIMSS を見ると，全体的にほとんど成
績の変化は見られないものの，中学 2 年生の数学
の成績は，1995・1999 年度から比べて，2003・
2007 年ともに有意に低下している。また小学 4
年生の理科の成績も，1995 年から 2003 年にかけ
て小学 4 年生で有意に低下しており，1995 年か
ら 2003 年のあいだに TIMSS のいくつかの領域
で，日本の子どもたちの成績が下降したというこ
とは言える（Mullis, Martin and Foy 2008；Martin, 
Mullis and Foy 2008）。

また，国立教育政策研究所によって実施され
た，小学 5 年生から中学 3 年生までの国語・算
数・理科・社会などを含んだ大規模調査では，
2001 年と 2003 年の結果を比較したところ，学力
の低下は確認されなかったという（国立教育政策
研究所  2005）。ただし，ここで比較したのは 2001
年と 2003 年だから，先ほどの苅谷らの分析や
TIMSS，PISA の分析結果と矛盾しているわけで
はない。

以上の調査結果を踏まえれば，苅谷らが指摘し
たように，1990 年から 2000 年の時期に，いくつ
かの領域で日本の子どもたちの成績が低下した可
能性はある。ただし，PISA や TIMSS では，日
本は依然として世界のトップレベルにあり，こと
さら低下を気にする必要がないこともつけ加えて
おく必要があろう。

さて，学力低下論争は，これまで日本の教育界
にあった学力と階層に関する調査への忌避を，あ
る程度やわらげる効果を持った。これ以降，日本
の教育社会学による学力研究が始まったと言って
よい。

以下では，学力低下論争後の教育社会学におけ
る，小・中学校を対象とした学力研究について整
理してみたい。大きく言えば，そこには二つの領
域が存在している。一つは学力の階層差を生みだ

す要因を特定しようとする，学力格差に関する研
究である。もう一つが，学校や指導法が子どもの
成績に与える影響を測定しようとする，いわゆる
教育効果に関する研究である。以下では，この二
つの領域について，それぞれの知見を見ていくこ
とにしたい。

Ⅱ　学力格差に関する研究

ここでは，学力格差をあつかう研究について触
れる。はじめに，学力低下論争の中で，日本の学
力格差について触れた苅谷たちの研究（苅谷ほか 
2002；苅谷・志水編 2004）をとりあげよう。

すでに述べたように，学力低下論争の中でかれ
らが主張していたのは，単に学力格差があるとい
うだけではなく，それが拡大しているというもの
であった。この研究では 1989 年に関西地方で行
われた学力調査・生活実態調査を，再度 2001 年
に実施することで，学力格差の拡大が検証されて
いる。生活実態調査に関する質問には，通塾して
いるか否か，「朝，自分でおきる」「朝食を食べる」
などの基本的生活習慣などの設問が含まれてお
り，これを保護者の階層を示す指標として分析が
行われた。苅谷らによれば，こうした指標を使っ
て比較してみると，1989 年に比べて 2001 年の方
が，格差が拡大している傾向が読み取れるとい
う。

ただ，先にも述べたように，階層に関する指標
は，日本の教育界ではタブー視される傾向が強
かったため，そもそも 2000 年以前の日本の子ど
もたちの学力と階層の関係がどうであったかを示
すデータはほとんど存在しない。そのため，学力
という面から階層間格差の増大をこれ以上検討す
ることは困難である。この後，教育社会学者が集
中するのは，学力の階層差を生みだす要因の分析
であった。

まず，独自の調査として，JELS（Japan Education 
Longitudial  Study）を挙げたい（耳塚 2007a,  b）。
これは，三つの地域（関東 1，東北 2）からサンプ
リングした小 3・小 6・中 3・高 3 という幅広い
年齢層の子ども達に，国語と算数・数学の学力テ
ストと生活に関する質問紙調査，さらにその保護
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者に対する質問紙調査（学歴・年収などを含む）
を行ったものである。分析対象となる児童・生徒
は，どのエリアについても各学年 1000 名前後で
ある。また，この調査は，同一の児童・生徒を職
業生活に入るまで 3 年ごとに追跡するというパネ
ル調査になっているという点も注目される。

JELS では，小学 6 年生の算数の学力テストの
点数を従属変数とした重回帰分析の結果，受験
塾・保護者学歴期待・学校外教育費支出・家での
学習時間・世帯所得の順に，学力に影響を与えて
いることが明らかになった。この重回帰分析の結
果で，もう一つ興味深いのは，地域差の問題が指
摘されている点である。保護者の学歴や所得と
いった変数を組み込んだ重回帰分析のモデルを見
てみると，関東地方では学力格差がみられるもの
の，東北地方では決定係数が低く，学力格差は見
られないという。こうした結果は，3 年後の，小
3 から小 6 への変化，小 6 から中 3 への変化に焦
点を当てた分析でも同様である。

残念ながら，JELS にも不十分な点はある。郵
送で行った保護者調査は，高学歴層に偏った上，
回収率も 30％程度と低い数値にとどまった。ま
た，実施された学力テストが，古典的テスト理論
によって設計されたものであったため，後の比較
が困難になりやすいことも，追跡調査という
JELS の目的を考えれば，問題のある点だったと
言わざるを得ない。学歴や職業まで踏み込んだ詳
細な保護者調査を実施したことや，同一個人を追
跡する学力調査の先駆けであるという点で JELS
の意義は大きいが，同時にその調査設計に限界が
あるという点は指摘しておく必要があろう。

次に，ベネッセによって行われた『教育格差の
発生・解消に関する調査研究報告書』を見てみよ
う（耳塚編 2009）。これは，全国の 3 地域（大都
市圏，地方都市，郡部）の公立小学校 5 年生の児
童 2952 名を対象にした国語・算数の学力調査で
ある。この調査では，児童の保護者 2744 名，担
任 96 名，校長 44 名に対する質問紙調査も行われ
ている。さらに，保護者調査は，JELS と同じく
就業状況・学歴・所得等の設問を含んでいる。

ベネッセ調査のポイントは，保護者調査の回収
率が高い点である。郵送調査ではなく学校による

回収を依頼した結果，有効回答率（調査への協力
に同意し，かつ無効でない回収票の率）は 83.5％と
なっている。一方で，この調査は『全国学力・学
習状況調査』と時期が重なり，調査に協力しても
らえる学校でのみ実施したため，日本の全体像を
把握できる調査になっていないことに留意が必要
である。

ベネッセ調査では，保護者の学歴や職業といっ
た要因を統制した場合，大都市圏の子どもがもっ
とも学力が高いということが明らかになった。こ
の結果については，大都市圏の保護者のほうが高
学歴を志向する傾向が強く，競争主義的であるこ
とが要因として指摘されている。また，国語・算
数の成績を従属変数とした重回帰分析では，
JELS と同じく保護者の学歴・職業等が学力に与
える影響が明らかにされた他，都市部・町村部で
学力格差の構造が異なることも指摘されている。

研究者や民間の独自調査とは別に，文部科学省
が 2007 年から実施している『全国学力・学習状
況調査』の分析も進んでいる。公開されたデータ
が都道府県別の平均点にとどまっているため，そ
れほど複雑な分析が行われているわけではない
が，1950 年から 60 年代に実施された全国学力テ
ストと比較して，2007 年のテストは地域間格差が
大幅に縮小したこと等が示されている（志水 2009）。

また，『全国学力・学習状況調査』の個票デー
タについては，文科省からの委託研究として，一
部の研究者による分析が行われている。こうした
分析には試験的なものが多いが，日本の学力研究
への示唆としては，興味深いものがある3）。たと
えば，都道府県を単位として，学区の経済的背景
と全国学力テストの平均点の関連について分析を
行った額田らによれば，大都市圏であっても学区
の経済的指標と成績に強い相関が見られる場合と
そうでない場合があるという（額田ほか 2009）。
この結果は，JELS やベネッセの調査で示された
都市部/市町村部の関連とは整合的ではない。大
都市圏と地方の学力格差の構造については，今後
も分析が必要である。

最後に，労働経済学からの分析を挙げたい。近
年，就学前教育への注目が集まる中，小原・大竹

（2009）は，学力と出生時の体重の関連について
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分析を進めている。かれらは，都道府県別の全国
学力・学習状況調査の都道府県データを使い，労
働市場の状況・子どもの教育成果と出生時の体重
との関係を分析している。そこでは，失業率が高
い時期に生まれた子どもの出生体重が軽いこと，
同時に出生体重とその後の学力に正の相関がある
ことが明らかにされている。

この分野では，TIMSS および PISA を用いた
相対年齢効果の分析も注目に値する（川口・森 
2007）。かれらは，日本でも早生まれの子どもの
方が学力が低い傾向があることを指摘している。
今のところ，教育社会学領域でこうした相対年齢
効果は看過されがちであるから，今後の調査や分
析に組み込んでいく必要があろう。なお，同様の
知見は，後に取り上げる北條（2009）でも確認さ
れている。

以上のように，学力低下論争以降，日本でも学
力格差に関するいくつかの調査・研究が実施され
るようになっている。ここまでの重要な論点をま
とめてみると，次のようになる。第一に，日本の
子どもたちのあいだにある学力の格差が拡大して
いる可能性が示されている。第二に，保護者学
歴・年収といったこれまで含まれなかった変数を
含んだ調査が実施されるようになり，学力格差の
構造がより明確に分析できるようになってきた。
第三に，日本の学力格差は，都市部において大き
く，町村部では小さい可能性がある。ただし，こ
の知見と整合的ではない分析結果も存在する。第
四に教育社会学領域ではないが，就学前教育や相
対年齢効果などに注目した研究も行われるように
なってきている。

こうした研究が蓄積されつつあることは，2000
年以前の日本の状況を考えれば，大きな変化であ
る。ただ，いくつか未検討の課題もある。ここで
は，次の 3 点を挙げておきたい。一点目はジェン
ダーの問題である。いくつかの研究は，社会的経
済的指標が学力に関連する度合いは女子より男子
のほうが大きい傾向があること，すなわちジェン
ダーと階層のあいだに相互に関連があることを示
唆している4）。日本で学力という側面からジェン
ダーの問題を扱った研究はいまだ少なく，こうし
た領域へのアプローチが必要であろう5）。

二点目は，外国にルーツを持つ子どもたちの学
力問題である（OECD 2006）。数が少ないことも
あって，日本でこの点について触れたものはほと
んどないが，たとえば TIMSS2007 を見ると，小
学校 4 年生の両親とも日本で生まれた子どもと，
片方の親が日本以外で生まれた子どものあいだに
は，算数・理科ともに 30 から 40 ポイントの得点
の開きがある。こうした点を踏まえれば，ジェン
ダーや外国にルーツを持つ子どもたちの問題も考
慮に入れた上で，学力格差に関する研究が進めら
れなければならない。

さらに，三点目として，ここまで挙げてきた研
究は，一部を除き，同一の子どもたちを追跡する
パネル調査に基づいたものではないという点を指
摘しておきたい。多くの研究は，学力に影響を与
える要因を抽出したにとどまり，どの年齢で誰と
誰のあいだに学力格差が発生するのか，年齢とと
もにその格差がどう変化するのか，さらに，学力
格差が就学・就業にどう影響するのか，といった
学力格差のメカニズムまでは明らかにできていな
い。今後，大規模なパネル調査が，日本でも蓄積
されていくことが望まれる。

Ⅲ　教育効果に関する研究

次に，教育効果に関する研究について見ていこ
う。コールマンレポート（Coleman et al. 1966）以
後，教育効果については膨大な研究が存在する。
しかし，日本においては，先に述べたような理由
もあり，学力低下論争以前には，ほとんど研究の
蓄積が見られない。国立教育政策研究所（2001）
等，学力と指導法の関連を分析した研究がないわ
けではないが，これらの研究は，学力に影響を及
ぼす子どもたちの社会的経済的要因をほとんど考
慮に入れていないため，参考になるとは言いがた
い。以下では，学力低下論争以後の研究に絞って
検討していきたい。

2002 年以降，教育社会学領域では，学力格差
の要因に関する分析のみならず，格差を超える

「学校の効果」に注目が集まった。これは，主と
してアメリカの Edmonds（1979）の研究を参照し，
子どもたちのあいだにある学力格差の小さい学校
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（「効果のある学校」と呼ばれる）の特徴を調べよう
とするものである。2003 年に鍋島による先駆的
研究が行われて以降，着々と研究が積み重ねられ
てきた（鍋島  2003；川口  2006；川口・前馬  2007；
志水編 2009）。これら「効果のある学校」研究は，
同じ公立小学校と言っても，そこに通う子どもた
ちのあいだにある学力の格差はさまざまであり，
学力格差の小さい学校と大きい学校は，教職員集
団・学校運営・生徒指導の面などでちがいがある
ことを明らかにしてきた。

しかし，Edmonds ら初期の「効果のある学校」
論者を参照したこれらの研究には，いくつか問題
がある。たとえば，対象となる学校数が少なく知
見の一般化可能性に限界があること，学力データ
の階層構造を考慮に入れていないこと，生徒や学
校の初期条件に由来する成績の差異を考慮してい
ないこと，さらに「効果のある学校」の特徴を記
述するにとどまっており「効果をあげるための要
因」については明らかにできていないこと等であ
る。こうした初期の研究に対する批判を乗り越え
て，現在の教育効果研究（Educational Effectiveness 
Research）は発展してきた（Creemers,  Kyriakides 
and  Sammons  eds.  2010）。それが，100 校を超え
る大規模な学力データの蓄積，学校の初期条件を
考慮した付加価値（Value Added）という考え方
の導入，そしてデータの階層構造を考慮に入れた
マルチレベルモデルの使用などである。

昨今，日本の学校効果研究でもマルチレベルモ
デルが用いられるようになってきている。そこで
行われたいくつかの分析は，日本の公立小学校で
は高いレベルの平等性が保たれており，個々の学
校のちがいによって生じる教育効果は小さい可能
性が高いことが指摘されている（川口  2009；山田 
2009）。これらの研究も，使用するデータが得ら
れた地域が偏っている等の限界があるため，知見
を日本全体に一般化することはできないが，「効
果のある学校」が主張する「学校の力」をどこま
で信用すべきなのかについては，慎重な議論が必
要である。
「効果のある学校」研究以外の研究についても

見ていこう。テーマを授業方法に絞った研究とし
て，TIMSS2003 の分析を行った須藤のものがあ

る（須藤 2007）。そこでは，社会日常型（社会や
日常生活に結びつけた授業）が階層上位の生徒に有
利であること，聴講演習型（教師の解説を聞いた
り問題演習をしたりする授業）は階層下位の生徒に
有利であるなど，生徒の階層と指導法のあいだに
関連があることが見出されている。ただし，須藤
自身が認めるように，データの制約もあって因果
関係は明確ではない（須藤 2009）。

学校規模・学級規模に言及する研究も多い。全
国学力テストを利用した千葉県検証改善委員会の
分析では，清水・須藤らによって，A 地域では
学級規模が大きいほど，児童の学力が高くなるの
に対して，B 地域では学級規模が小さくなるほど
学力が高くなるなど，地域によって学級規模の学
力への影響が異なることが指摘されている（清
水・須藤 2008）。同報告書では，篠崎も，授業研
究を伴う研修などいくつかの要因によって，学力
が左右される可能性を示唆している（篠崎 2008）。
ただし篠崎は，ほとんどの資源（PC の設置台数や
校内研修）は学力と有意な関連を有していないの
で，教育資源の投入には慎重であるべきだとも述
べている。

また，舞田（2008）は，東京都足立区の公開
データから，校区の高学歴人口率やホワイトカ
ラー率から推定される値よりも高い成績を収めて
いる学区（＝努力地域）の特徴について説明して
いる。ここでも，学校規模・学級規模が小さい地
域・学校の学力が高いことが示されている。しか
し，この分析は集計データを利用しているため，
生態学的誤謬（ecological  fallacy）の問題を回避で
きないという問題がある。

広島の公立小学校を対象にした山崎らの研究で
は，共分散構造分析およびマルチレベルモデルを
用いた少人数指導・習熟度別指導の分析が行われ
ている（山崎・藤井・水野 2009）。ただ，そこでの
分析は，T・T と少人数学習について共分散構造
分析では学力に正の影響を与えることが示される
一方，マルチレベルモデルでは効果が検出されな
いなど，結果が整合的ではない。おそらくデータ
に階層構造を設定するか否かによって，分析結果
が大きく変わっていると思われる。この点につい
ては，マルチレベル共分散構造分析（Hox 2002）
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などを適用していく必要があろう。
さらに，経済学領域で行われている生産関数の

議論がある。北條（2009）は，TIMSS データを
用いて少人数・習熟度別指導の効果を検討してい
る。そこでは，学校や教師に関する説明変数の影
響はそれほど大きくはないものの，少人数指導や
習熟度別指導は小学校では児童の得点に正の影響
を与えていること，中学校では男子にのみ習熟度
別授業の効果が正であることなどが指摘されてい
る。ただし，北條自身が注意を促しているよう
に，TIMSS は一時点のデータであるため，因果
関係を主張するには慎重である必要がある。

ここまで，2002 年以降に日本で行われた，教
育効果に関する分析を見てきた。習熟度別指導や
少人数指導の効果について見てみると，肯定的な
結果を示した研究が多いものの，使用したデー
タ・分析方法・対象地域・学年などによって，結
果は左右されている。他方，「効果のある学校」
研究は，学校の力を示すものとして教育学領域を
始め注目を集めている。しかし，昨今のマルチレ
ベルモデルを用いた研究や経済学領域のいくつか
の研究が，そもそも学校や教師に関する変数が子
どもの成績に与える影響力が小さいことを指摘し
ていることを踏まえるなら，「効果のある学校」
研究の知見を，過度に一般化するのは慎むべきで
ある。

なお，教育効果に関連する研究として，近年で
は，就学前教育の効果への注目が集まっている

（浜野 2011）。今後，日本の教育学領域でも，こう
した就学前の教育の効果に関心が集まるであろ
う。ただ，こうした格差を縮小するための取り組
みの効果を解明するためには，就学前から就業に
至るまでのさまざまな地点に着目したデータの蓄
積が必要である。

また，教育効果の分析に当たっては，さまざま
な要因が関連するから，因果関係を推定するに
は，相当に慎重である必要がある。因果関係に関
する分析では，同じデータを使ったとしても分析
技法の違いによって，結果が変わることがある

（星野 2009）。この節で述べてきたような「学校の
効果」や習熟度別指導・少人数指導の効果につい
ても，今後より精密な学力データをもとに，さま

ざまな分析技法を用いて，知見の妥当性が確認さ
れなければならない。

Ⅳ　まとめと今後の課題

本稿では，教育社会学領域を中心に，日本の学
力研究を総括してきた。日本では，そもそも研究
に必要な学力と階層に関するデータが得られにく
いという問題があったものの，学力低下論争以
降，その状況には変化がおきつつある。本稿で
は，こうした研究の蓄積を，学力格差に関するも
のと教育効果に関するものという 2 点に分けて整
理してきた。

前者については，学力格差の拡大，保護者学
歴・年収の影響，就学前教育や相対年齢効果への
着目などが，おもな成果として挙げられる。ただ
し，ジェンダー・外国にルーツを持つ子どもたち
の学力問題等は，まだまだ今後の課題であるとい
えよう。後者の研究については，いくつかの研究
が蓄積されつつあるものの，それぞれに課題があ
り，知見の一般化可能性には疑問符がつくことを
指摘した。

両者に共通する今後の課題は，さらなる学力
データの蓄積である。2002 年までほとんど学力
と階層に関する調査が行われなかったこともあっ
て，日本で研究に利用できる優れたデータの蓄積
はいまだ少ない。今後，日本で学力データを蓄積
していくにあたって，筆者が重要であると思う 3
点を挙げて，本稿を終わることにしたい。

1　より詳細なパネルデータの蓄積

まず求められるのは，より大規模かつ詳細なパ
ネルデータの蓄積である。日本でこれまで行われ
てきた学力研究の多くは，しばしば個人あるいは
数名の研究者が中心になって，独自に入手した学
力データを分析するという手順を踏んでいる。し
かし，JELS やベネッセの調査を見ればわかるよ
うに，学力と階層に関する調査への忌避観は薄れ
たものの，今度は個人情報保護の壁が立ちはだ
かっており，個人や数名の研究者が偏りのない
データを得ることは非常に困難である。現在のよ
うな手法では，サンプル数が少なくなったり，結
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果に偏りがでたりすることは避けられず，知見を
一般化することは困難だろう。

この点，TIMSS や PISA は，サンプルという
面で言えば，日本の代表的なデータと言える。教
育学領域では，村山（2006）や須藤（2007，2010）
等いくつかを除いて，PISA や TIMSS のデータ
を使った分析がほとんど行われていないが，日本
の現状を把握するという意味では，この両者をも
とにした研究がもう少し進む必要があろう。ただ
し，これらはパネル調査になっているわけではな
いし，家庭環境に関する情報は，子ども自身に尋
ねた質問であるため信頼性に欠けるという問題が
ある。

以上を踏まえるなら，日本の実態を明らかにで
きる偏りの少ない大規模な学力調査を，しかも継
続して実施していく努力が必要になる。JELS は
その先駆けと言えるだろうが，対象となる地域や
保護者調査の回収率を考えると，まだまだ不十分
な調査であると言わざるを得ない。こうした調査
を数名の研究者だけで実施するのは困難である。
今後は，行政かあるいは研究者チームが中心と
なった，大規模な学力調査の実施が求められるだ
ろう。

2　学力テストの設計を見直す

以上に述べたように，今後データの蓄積が必要
であることは論を待たない。しかし同時に，現在
日本で実施されている旧来のテスト理論に基づい
た学力テストのデータを蓄積しても，実りある成
果は出せない可能性が高いことにも留意が必要で
ある。日本の学力研究の二点目の課題は，学力テ
ストの設計それ自体に難があるという点である

（木村  2006；池田  2006；村木  2009）。『全国学力・
学習状況調査』だけでなく，各地の行政が行う調
査，あるいは JELS やベネッセの調査を含めて，
日本の大規模学力テストは，しばしば古典的なテ
スト理論をもちいて実施されている。

しかし，こうした古典的なテスト理論をもちい
た調査は，幅広い範囲の問題を出題できないし，
異なるテスト間の点数を比較することができない
といった欠点を抱えている。このことは，学力テ
ストが蓄積された後に，2 時点，3 時点の学力の

変化を分析する場合に大きな問題となってくる。
テスト間の難易度を調整する方法がないのであれ
ば，学力テストの点数の変化が子どもたちの成長
を示すものなのか，それとも単にテストの難易度
のちがいによって生じたものなのかわからない。
当然，学力の変化を分析する成長曲線モデルなど
分析手法は適用できなくなる。

アメリカの全州学力テストである NAEP，あ
るいは PISA・TIMSS 等の大規模学力テストは，
古典的なテスト理論の欠点を克服するため，項目
反応理論（あるいはラッシュモデル）と呼ばれるテ
スト理論を用いることで，短い時間のテストでも
幅広い範囲の問題を出題することができるだけで
なく，異なるテスト間であっても難易度を比較す
ることが可能になっている。さらに，こうしたテ
ストは，サンプリング手法も優れており，日本で
行われる大規模テストと比べて，きわめて効率が
良い。日本の大規模学力テストに，テスト理論の
専門家やサンプリングの専門家が加わっていない
弊害は大きい（木村 2006）。学力データの蓄積も
重要だが，それと同時に，学力テストの設計それ
自体を見直す必要があることも訴えておきたい。

3　データの公開

第三に，日本の学力研究の課題は，良質のデー
タが蓄積されていないこともさることながら，そ
の公開が遅れているという点にもある。昨今，日
本の社会学領域では，SRDQ6）や SSJDA7）等に代
表されるようにデータ公開の重要性に対する認識
が高まっているが，教育学領域では，この点はま
だまだであるようだ。

アメリカの教育社会学研究等では，学力データ
が公開されることによって，それを利用した研究
者が異なる視点から分析を行うことで知見の蓄積
が進むという環境が形成されている（須藤 2009）。
しかし，現在の日本では，行政あるいは一部の研
究者が学力データを独占している状態である8）。
日本の教育社会学領域の学力研究においてさえ，
つい最近までマルチレベルモデルが注目されな
かった理由の一つに，そもそもマルチレベルモデ
ルを適用する階層構造になったデータがほとんど
の研究者に入手可能でなかったという側面がある
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と思われる。学力データ公開の重要性について，
議論が進む必要があろう。

繰り返しになるが，因果関係に関する研究で
は，データや分析手法次第で結果が逆転すること
すらある。であるならば，学力格差発生のメカニ
ズムや少人数指導・習熟度別指導などの教育効果
を探求するには，まずもって前提となる優れた学
力調査が存在し，さらにそれが公開されているこ
とで，何人もの研究者によってさまざまな角度か
ら分析が行われることが必要不可欠なのである。
当然，教育行政にとっても，教育政策を立案する
には，優れた調査研究が存在することは大きなメ
リットとなる。本来，ここまで述べてきたような
役目を負うのは，行政が実施する『全国学力・学
習状況調査』のはずである。現在のように，都道
府県別の平均点しか公開されない，年度が違えば
点数を比べることもできないテストに，毎年数
十億円の予算をかける必然性はほとんどない。

今後の日本の学力研究の課題は，まずもって分
析の前提となる良質なデータの蓄積と，その公開
という点に尽きる。これは，日本の学力研究に関
わるすべての研究者が，つよく訴えていかなけれ
ばならないことである。

1）　1960 年代には黒田・高山（1965）等の例外がある。
2）　この時の経緯については，市川（2002）に詳しい。
3）　報告等については，文部科学省のホームページ内にある
「全国的な学力調査の在り方等の検討に関する専門家会議」か
らダウンロードすることができる（2011 年 7 月 22 日現在）。

4）　こうした研究のレビューについては，Bunchmann, Diprete 
and McDaniel（2008）を参照。

5）　なお，Ⅲで取り上げる北條の分析は，居住地や親の経済力
の学力への影響が男女によって異なる可能性があることを指
摘している（北條 2009）。

6）　http://srdq.hus.osaka-u.ac.jp/
7）　http://ssjda.iss.u-tokyo.ac.jp/
8）　日本の行政・研究者が学力データを公開しない理由とし

て，個々人の成績という個人情報が流出したり，容易に各学
校の平均点が計算されたりすることを警戒しているという側
面がある。大規模学力調査で用いられる PVs（Plausible 
Values）を採用したり，サンプリングを工夫したりすれば，
こうした問題に対処できるだろう。この意味でも，テスト理
論やサンプリングの専門家が，大規模調査に参加する意義は
大きい。
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